



少年法 20 条 1 項の送致を受けた事件をそれと事実の同一性
が認められる罰金以下の刑に当たる罪の事件として公訴を
提起することの許否
――最高裁平成 26 年 1 月 20 日第一小法廷判決・刑集 68 巻 1 号 79 頁――
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【事実の概要】
伊勢崎簡易裁判所は，平成 25 年 4 月 9 日，同年 3月 26 日付けの被告人に対
する道路交通法違反被告事件の公訴提起に基づき，「被告人は，⑴公安委員会






認定した上，被告人を罰金 20 万 7000 円に処する旨の略式命令を発付し，同略




（ただし，少年法 54 条により，刑法 18 条の労役場留置の言渡しは求めない）旨の判
決を求めた。
その理由は，前記⑵の過失による通行禁止違反の事実については，法定刑が
10 万円以下の罰金のみの罪（道路交通法第 119 条 2 項，1 項 1 号の 2）であり，
少年法 20 条 1 項により，検察官送致をすることができないのであるから，家
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庭裁判所から送致された故意による通行禁止違反の事実と事実の同一性が認め
られるとしても，検察官は，同法 45 条 5 号ただし書により公訴を提起（略式
命令請求）することは許されなかった（他方で，前記⑴の無免許運転の事実につ















伊勢崎簡易裁判所は，前記⑵の事実につき刑訴法 463 条 1 項，338 条 4 号によ
り公訴棄却の判決をすべきであった。これをしなかった原略式命令は，法令に
違反し，かつ，被告人のために不利益であることが明らかである。
よって，本件非常上告は理由があるから，刑訴法 458 条 1 号により原略式命
令を破棄し，原略式命令の罪となるべき事実中，被告人が普通乗用自動車を運
転して過失により通行禁止場所を通行したとの事実につき，同法 338 条 4 号に
より公訴を棄却し，その余の原略式命令によって確定された事実につき，被告











42 条 1 項。全件送致主義），家庭裁判所が，「死刑，懲役又は禁錮に当たる罪の
事件」について，調査の結果，その罪質及び情状に照らして刑事処分を相当と
認めるときは，決定をもって，これを管轄地方裁判所に対応する検察庁の検察
官に送致（逆送）しなければならない（20 条 1 項）と定めている。
そして，家庭裁判所から事件の送致を受けた検察官は，当該事件について，
公訴を提起するに足りる犯罪の嫌疑があると思料するときは，原則として，公
訴を提起しなければならない（少年法 45 条 5 号本文。起訴強制）。このとき，検
察官は，送致を受けた事件について，家庭裁判所の刑事処分相当との判断に拘
束され，公訴を提起する義務を負うものの，検察官送致決定書に示された罪と













この点，故意による通行禁止違反の罪（道路交通法 119 条 1 項 1 号の 2，8 条 1
項）の法定刑が 3月以下の懲役又は 5万円以下の罰金であるのに対し，過失に









） 柏木千秋『新少年法概説』（昭和 24 年）162 頁，最高裁判所事務総局家庭局『少年法
概説（附少年保護事件参考記録）』家庭裁判資料 28 号（昭和 27 年）52 頁，佐藤忠雄
「少年事件の捜査及び公訴の提起」團藤重光編『法律実務講座刑事編第四巻捜査及び公訴
⑵』（昭和 29 年）812 頁，内藤文質「少年に対する刑事手續」團藤重光編『法律実務講
座刑事編第七巻第一審公判⑶』（昭和 30 年）1719 頁，團藤重光 =森田宗一『ポケット註
釈全書 新版少年法〔第二版〕』（昭和 59 年）381 頁，田宮裕編『少年法条文解説』（昭
和 61 年）267 頁〔五十嵐紀男執筆〕，平場安治『少年法〔新版〕』（昭和 62 年）430 頁，
田宮裕 =廣瀬健二編『注釈少年法第 3版』（平成 21 年）439 頁，裁判所職員総合研修所
監修『少年法実務講義再訂補訂版』（平成 24 年）223 頁，廣瀬健二編『裁判例コンメン
タール少年法』（平成 23 年）451 頁〔北村和執筆〕，守屋克彦 =斉藤豊治編『コンメンタ
ール少年法』（平成 24 年）536 頁〔山﨑俊恵執筆〕，川出敏裕『少年法』（平成 27 年）




屋高判昭和 29・3・30 高刑集 7 巻 5 号 667 頁，東京高判平成 15・5・27東高時報 54 巻
1〜12 号 46 頁。なお，訴因変更を認めたものとして，札幌高判昭和 28・3・3 高刑判特
32 号 4 頁。







た後，非常上告の手続において，原略式命令を破棄し，刑事訴訟法 338 条 4 号
により判決で公訴を棄却したものが存在している。

















	） 刑集 21 巻 6 号 741 頁。本判決言い渡しの時点で，被告人（昭和 22 年 8 月 11 日生）は
成人に達していなかった。
最高裁判所の判例によれば，非常上告において，公訴棄却すべきであったのにしなか
った誤りは，原判決の法令違反（刑事訴訟法 458 条 1 号）に当たり（最判昭和 32・12・
24 刑集 11 巻 14 号 3371 頁），それが被告人のため不利益なときは，裁判所は，これを破
棄して，被告事件について更に判決をするものとされている（同条号ただし書）。

） 集刑 261 号 1 頁。本判決言渡しの時点で，被告人（昭和 46 年 4 月 11 日生）は成人に
達していたため，公訴棄却された事件につき再起訴される可能性がある。この場合に，
原略式命令が被告人のため不利益といえるか否かをめぐって生じる問題について，『最高

























） 本判決言い渡しの時点で，被告人（平成 5年 8月 27 日生）は成人に達していた。
刑事訴訟法 458 条 1 号ただし書に基づく自判は，原判決の時を標準とするのが最高裁
判所の判例（最判昭和 42・2・10 刑集 21 巻 1 号 271 頁）であるから，最高裁平成 4年 9
月 8 日判決・前掲註 4）と同様に，本件においても，原略式命令当時被告人が少年であ
ることを前提として，同人に適用されるべき法令に則った対応が検討されることとなる。
法第 20 条の規定に照らすとき，本件公訴事実については家庭裁判所から検察





 少年法 20 条 1 項の趣旨
⑴ 検察官の公訴提起を違法とした本判決が，その根拠として指摘したのは，
「少年法 20 条 1 項の趣旨」であった。











） 奈良簡判昭和 38・11・11 下刑集 5巻 11 = 12 号 1127 頁。
） 荒井史男「少年事件の起訴手続」判タ 257 号（昭和 46 年）65 頁［谷口正孝編『刑事
法演習第Ⅰ巻』（昭和 49 年）所収］，田宮 =廣瀬編・前掲註 1）440 頁（検察官は改めて
事件を家庭裁判所に送致しなければならない，とする），廣瀬編・前掲註 1）452〜453 頁
〔北村執筆〕。
） 團藤重光 =内藤文質 = 森田宗一 = 四ッ谷巌『ポケット註釈全書⑸ 少年法』（昭和 31
年）190 頁〔内藤執筆〕。




























































43 号による改正前の道路交通法 117 条の 4 第 2 号，64 条。法定刑は，「1年以下の懲
役又は 30 万円以下の罰金」である17)）につき，罰金刑を選択し，被告人を罰金
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12） 最高裁判所事務総局編『少年事件実務要覧（上）』（昭和 58 年）71 頁，田宮編・前掲
註 1）246 頁〔五十嵐執筆〕，川出・前掲註 1）18〜19 頁。



























5〜10 頁，川出・前掲註 1）221 頁。
16） 田宮 =廣瀬編・前掲註 1）208 頁，法務省法務総合研究所編『平成 27 年版犯罪白書』
118 頁 3-2-2-3図参照。





























19） 原略式命令は，適用した法令として刑法 45 条前段を明示しており，無免許運転の罪と
その運転継続中に犯した通行禁止違反の罪の罪数関係について，併合罪と解している。
20） 荒井・前掲註 7）65〜66 頁，最高裁判所事務総局編『少年事件実務要覧（下）』（昭和
59 年）123 頁，植村・前掲註 1）201 頁。
21） 廣瀬編・前掲註 1）178 頁〔北村執筆〕，裁判所職員総合研修所監修・前掲註 1）219 頁。
22） 内藤・前掲註 1）1722 頁，田宮編・前掲註 1）127 頁〔廣瀬執筆〕。
23） 平場・前掲註 1）132 頁。さらに，河村博編著『少年法 その動向と実務 【第三版】』









































































26） 團藤 = 森田・前掲註 1）384 頁。
27） 平場・前掲註 2）433 頁，田宮 =廣瀬編・前掲註 1）441 頁。







































31） 東京高判昭 60・12・9 高刑集 38 巻 3 号 359 頁。ただし，本判決は，一部事実について
公訴が提起されなかった理由については具体的に示していない。
32） 石田・後註 403〜404 頁。
33） 最判昭和 42・2・10 前掲註 5）（当時少年であった，強盗殺人事件の被告人に対し，無
期懲役刑を選択した上，酌量減軽して有期の懲役をもって処断するに当たり，懲役 15 年
の定期刑を言い渡した原判決が確定した場合において，非常上告を容れ，原判決を破棄
























本判決には，本件担当調査官の解説である，石田寿一・曹時 67 巻 9 号（平成
27 年）393 頁があるほか，評釈等として，判時 2215 号（平成 26 年）136 頁及び
判タ 1399 号（平成 26 年）91 頁の匿名コメントのほか，小倉健太郎・研修 793
号（平成 26 年）23 頁，土本武司・判評 668 号（平成 26 年）37 頁（判時 2229
424 立教法務研究 第号（2016）
34） 𠮷中・後註 158 頁。
35） 最判平成 19・12・13 集刑 292 号 703 頁。
号 151 頁），𠮷中信人・刑事法ジャーナル 42 号（平成 26 年）155 頁，大久保隆
志・法学教室 414 号別冊附録「判例セレクト 2014〔Ⅱ〕」（平成 27 年）40 頁，
髙部道彦・平成 26 年度重判解（ジュリ 1479 号）（平成 27 年）182 頁，山﨑俊
恵・法時 87 巻 5 号（平成 27 年）140 頁，鈴木一義・法学新報 122 巻 3＝ 4 号
（平成 27 年）273 頁がある。
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